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議案第２号 

河内長野市寺ケ池公園基本計画策定委員会設置条例の制定に

ついて 

河内長野市寺ケ池公園基本計画策定委員会設置条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市寺ケ池公園基本計画策定委員会設置条例 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の

規定に基づき、市長の附属機関として、本市の寺ケ池公園基本計画を策

定するため、河内長野市寺ケ池公園基本計画策定委員会（以下「委員会」

という。）を設置する。 

 （所掌事務） 

第２条 委員会は、市長の要請に応じて、河内長野市寺ケ池公園基本計画

の策定に関する事項について審議を行い、意見を述べるものとする。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員５名以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱し、又は任命する。 
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(1) 学識経験者 

(2) 公園の指定管理者の職員 

(3) 市民 

(4) その他市長が必要と認める者 

 （委員の任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱又は任命の日から河内長野市寺ケ池公園基本

計画の策定の日までとする。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

 （会長及び副会長） 

第５条 委員会に会長及び副会長各１名を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第６条 委員会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数の出席（オンライン（映像及び音声の送受信

により相手の状態を相互に認識しながら通話をすることができる方法を

いう。）を活用した出席を含む。）がなければ会議を開くことができな

い。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、関係者に対し資料の提出又は委 
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員会への出席を求め、その説明又は意見を聴くことができる。 

 （書面審議） 

第７条 前条第１項の規定にかかわらず、会長が会議を招集する時間的余

裕がないと認めるとき、又はやむを得ない事由があると認めるときは、

書面の送付等によって行う審議（以下「書面審議」という。）をするこ

とをもって会議に代えることができる。 

２ 書面審議は、委員の半数以上が可否等を表明したことをもって成立し、

書面審議の議事は、可否等を表明した委員の過半数で決し、可否同数の

ときは、会長の決するところによる。 

３ 書面審議を行ったときは、会長はその後に招集される最初の会議にお

いて、審議の結果を報告しなければならない。 

 （秘密の保持） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退

いた後も、同様とする。 

 （庶務） 

第９条 委員会の庶務は、都市づくり部公園河川課において処理する。 

 （委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事

項は、会長が委員会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （会議の招集に係る特例） 
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２ この条例の施行後最初に行われる会議の招集は、第６条第１項の規定

にかかわらず、市長が行う。 

 （この条例の失効） 

３ この条例は、河内長野市寺ケ池公園基本計画を策定した日（以下「廃

止日」という。）限り、その効力を失う。ただし、第８条に規定する秘

密の保持については、廃止日後も、なおその効力を有する。 
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議案第３号  

河内長野市犯罪被害者等支援条例の制定について  

河内長野市犯罪被害者等支援条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号  

河内長野市犯罪被害者等支援条例 

（目的） 

第１条 この条例は、本市における犯罪被害者等の支援に関し、基

本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにするととも

に、犯罪被害者等の支援のための施策の基本となる事項を定める

ことにより、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減を図ると

ともに、市民が安心して暮らすことができる地域社会の実現に寄

与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該

各号に定めるところによる。 

(1) 犯罪等 犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす

行為をいう。 
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(2) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又

は遺族をいう。 

(3) 市民 市内に居住し、通勤し、又は通学する者をいう。 

(4) 事業者 市内で事業活動を行う個人及び法人その他の団体

をいう。 

(5) 関係機関等 国、地方公共団体及び犯罪被害者等の支援に関

係するものをいう。 

（基本理念） 

第３条 犯罪被害者等の支援は、被害の状況及び原因、犯罪被害者

等が置かれている状況その他の事情に応じて、適切に途切れるこ

となく行われなければならない。 

２ 犯罪被害者等の支援は、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏を

害することのないよう行われなければならない。 

３ 犯罪被害者等の支援は、市、市民、事業者及び関係機関等が相

互に連携し、及び協力して推進されなければならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念にのっとり、関係機関等との適切な

役割分担を踏まえて、必要な施策を策定し、及び推進しなければ

ならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、犯罪被害者等が置かれている状況及びその支援の

必要性について理解を深め、犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏

を害することのないよう十分配慮するとともに、市及び関係機関
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等が行う犯罪被害者等の支援のための施策に協力するよう努め

なければならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、犯罪被害者等が置かれている状況及びその支援

の必要性について理解を深め、市及び関係機関等が行う犯罪被害

者等の支援のための施策に協力するよう努めなければならない。 

２ 犯罪被害者等を雇用する事業者は、犯罪被害者等の就労及び勤

務について十分配慮するよう努めなければならない。 

（相談及び情報の提供等） 

第７条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営む

ことができるようにするため、犯罪被害者等が直面している様々

な問題について相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行うと

ともに、関係機関等との連携調整を図るものとする。 

２ 市は、犯罪被害者等の支援に関する相談を総合的に行う窓口を

設置するものとする。 

（見舞金の支給） 

第８条 市は、犯罪被害者等が受けた被害による経済的負担の軽減

を図るため、市長が必要と認める犯罪被害者等に対し、見舞金の

支給を行うものとする。 

（広報及び啓発） 

第９条 市は、犯罪被害者等が置かれている状況、犯罪被害者等の

名誉又は生活の平穏への配慮の重要性等について、市民及び事業

者の理解を深めるよう広報及び啓発を行うものとする。 
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（支援の制限） 

第１０条 市は、犯罪被害者等の被害が自らの行為に起因したもの

である場合又は犯罪被害者等が犯罪等を誘発した場合であって、

犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切でないと認め

るときは、支援を行わないことができる。 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第４号 

河内長野市行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する

条例の改正について 

 河内長野市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する条例を改正する条例を次

のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する

条例の一部を改正する条例 

河内長野市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用等に関する条例 (平成２７年河内長

野市条例第４１号) の一部を次のように改正する。 

第４条第１項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利

用事務」に改め、同条第３項本文中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を

「特定個人番号利用事務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利
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用特定個人情報」に改め、同項ただし書中「当該特定個人情報」を「当該利

用特定個人情報」に改める。 

別表第２第１項の項を次のように改める。 

１ 市長 子どもの医療費の助成に関する

事務であって規則で定めるもの 

健康保険法（大正１１年

法律第７０号）、船員保

険法（昭和１４年法律第

７３号）、私立学校教職

員共済法（昭和２８年法

律第２４５号）、国家公

務員共済組合法（昭和３

３年法律第１２８号）、

国民健康保険法（昭和３

３年法律第１９２号）、

地方公務員等共済組合

法（昭和３７年法律第１

５２号）若しくは高齢者

の医療の確保に関する

法律（昭和５７年法律第

８０号）による医療に関

する給付の支給若しく

は保険料の徴収に関す

る情報（以下「医療保険

給 付 関 係 情 報 」 と い

う。）、児童福祉法（昭

和２２年法律第１６４

号）による児童及びその

家庭についての調査及

び判定若しくは障害児

入所支援に関する情報

若しくは身体障害者福

祉法（昭和２４年法律第

２８３号）による身体障
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  害者手帳、精神保健及び

精神障害者福祉に関す

る法律（昭和２５年法律

第１２３号）による精神

障害者保健福祉手帳若

しくは知的障害者福祉

法（昭和３５年法律第３

７号）にいう知的障害者

に関する情報（以下「障

害 者 関 係 情 報 」 と い

う。）、生活保護法（昭

和２５年法律第１４４

号）による保護の実施若

しくは就労自立給付金

若しくは進学準備給付

金の支給に関する情報

（以下「生活保護関係情

報」という。）、生活に

困窮する外国人に対す

る生活保護の措置に関

する情報（以下「外国人

生活保護関係情報」とい

う。）、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）

その他の地方税に関す

る法律に基づく条例の

規定により算定した税

額若しくはその算定の

基礎となる事項に関す

る情報（以下「地方税関

係情報」という。）又は

中国残留邦人等支援給

付等の支給に関する情
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  報（以下「中国残留邦人

等支援給付等関係情報」

という。）であって規則

で定めるもの 

 別表第２第３項の項を次のように改める。 

３ 市長 生活に困窮する外国人に対する

生活保護の措置に関する事務で

あって規則で定めるもの 

医療保険給付関係情報、

障害者関係情報、生活保

護関係情報、地方税関係

情報、国民年金法（昭和

３ ４ 年 法 律 第 １ ４ １

号）、私立学校教職員共

済法、厚生年金保険法

（昭和２９年法律第１

１５号）、国家公務員共

済組合法若しくは地方

公務員等共済組合法に

よる年金である給付の

支給若しくは保険料の

徴収に関する情報（以下

「年金給付関係情報」と

いう。）、児童扶養手当

法（昭和３６年法律第２

３８号）による児童扶養

手当の支給に関する情

報、母子及び父子並びに

寡婦福祉法（昭和３９年

法律第１２９号）による

資金の貸付け及び給付

金の支給に関する情報、

特別児童扶養手当等の

支給に関する法律（昭和

３９年法律第１３４号）

による特別児童扶養手
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  当の支給に関する情報、

同法による障害児福祉

手当若しくは特別障害

者手当若しくは国民年

金法等の一部を改正す

る法律（昭和６０年法律

第３４号）の福祉手当の

支給に関する情報、母子

保健法（昭和４０年法律

第１４１号）による養育

医療の給付若しくは養

育医療に要する費用の

支給に関する情報、児童

手当法（昭和４６年法律

第７３号）による児童手

当若しくは特例給付の

支給に関する情報、中国

残留邦人等支援給付等

関係情報、介護保険法

（平成９年法律第１２

３号）による保険給付の

支給、地域支援事業の実

施若しくは保険料の徴

収に関する情報（以下

「介護保険給付等関係

情報」という。）又は障

害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援

するための法律（平成１

７年法律第１２３号）に

よる自立支援給付の支

給に関する情報であっ

て規則で定めるもの 
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 別表第２第４項中「（昭和２５年法律第２２６号）」を削り、同表第５

項中「（昭和３３年法律第１９２号）」を削り、同表第６項中「（昭和３

４年法律１４１号）」を削り、同表第９項中「（昭和５７年法律第８０号）」

を削り、同表第１０項中「（平成９年法律第１２３号）」を削り、同表第

１５項中「（平成１７年法律第１２３号）」を削る。 

附 則 

 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律等の一部を改正する法律 (令和５年法律第４８号)の施行

の日から施行する。 
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議案第５号 

職員の育児休業等に関する条例の改正について 

職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年河内長野市条例第７号）の一

部を次のように改正する。 

第７条第２項中「(地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度

任用職員(以下「会計年度任用職員」という。)を除く。)」を削る。 

第８条中「会計年度任用職員」を「地方公務員法第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員(以下「会計年度任用職員」という。)」に改め

る。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第６号 

一般職の職員の給与に関する条例の改正について 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 一般職の職員の給与に関する条例（昭和２９年河内長野市条例第２７号）

の一部を次のように改正する。 

 第４条第１０項に次のただし書を加える。 

  ただし、任期付職員条例第２条第１項に規定する知識経験又は識見を

有する者であって、同項に規定する業務に従事させる場合は、任期付職

員条例第７条第１項の給料表の給料月額のうち、同条第２項の該当する

区分に応じた額とする。 

 第１５条の４第２項中「１００分の６」の次に「（一般職の職員の給与に

関する法律（昭和２５年法律第９５号）第１１条の３第２項第１号から第

５号までの規定が適用される地域（大阪府及び大阪府に隣接する府県に所

在する市町村は除く。）に在勤する職員にあっては、当該各号に定める割
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合）」を加える。 

第２７条中「任期付短時間勤務職員等」を「任期付短時間勤務職員」に、

「第２条第１項」を「第２条第１項ただし書」に、「同項に規定する」を

「同項本文に規定する」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第７号 

河内長野市職員の特殊勤務手当条例の改正について 

河内長野市職員の特殊勤務手当条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和６年２月２９日 

河内長野市長 島田 智明  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市職員の特殊勤務条例の一部を改正する条例 

 河内長野市職員の特殊勤務手当条例（平成１２年河内長野市条例第１１

号）の一部を次のように改正する。 

別表に次のように加える。 

災害応急

作業等手

当 

異常な自然現象により重大な

災害が発生した場合等に規則

で定める作業に従事した職員

に対して支給 

１日 ２，１６０円

を超えない範

囲内で規則で

定める額 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行し、令和６年１月１日から適用する。 
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議案第８号 

   河内長野市日野地区環境整備基金条例の改正について 

 河内長野市日野地区環境整備基金条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  令和６年２月２９日提出 

                    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市日野地区環境整備基金条例の一部を改正する条例    

 河内長野市日野地区環境整備基金条例（平成７年河内長野市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条中「４４４，６００，０００円」を「３９８，４００，０００円」

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月３日から施行する。 
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議案第９号 

   河内長野市滝畑地区環境整備基金条例の改正について 

 河内長野市滝畑地区環境整備基金条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  令和６年２月２９日提出 

                    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

   河内長野市滝畑地区環境整備基金条例の一部を改正する条例 

 河内長野市滝畑地区環境整備基金条例（平成７年河内長野市条例第２号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条中「１５４，２００，０００円」を「１５０，２００，０００円」

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月３日から施行する。 
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議案第１０号 

河内長野市手数料徴収条例の改正について 

河内長野市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

河内長野市手数料徴収条例（平成１２年河内長野市条例第１２号）の一

部を次のように改正する。 

 第２条第１項第２５号を次のように改める。 

 (25) 削除 

 第２条第１項第６３号中「指定介護予防支援事業者」の次に「（事業所の

所在地が本市の区域内にあるものに限る。次号において同じ。）」を加える。 

 第２条第２項に次の２号を加える。 

(7) 前項第５７号及び第６３号に規定する指定の申請を同時に行うとき 

３５，０００円 

(8) 前項第５８号及び第６４号に規定する指定の更新の申請を同時に行

うとき １０，０００円 

附 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条第１項第６３号及

び第２条第２項の改正規定は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 

河内長野市立文化会館条例の改正について 

河内長野市立文化会館条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立文化会館条例の一部を改正する条例 

河内長野市立文化会館条例（平成３年河内長野市条例第２号）の一部を

次のように改正する。 

「教育委員会」を「市長」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の河内長野市立文化

会館条例第２条の２、第２条の７第１項又は第６条第３項の規定により

教育委員会の指定を受けた指定管理者又は承認を得て定めた休館日若し

くは利用料金の額は、この条例による改正後の河内長野市立文化会館条

例第２条の２、第２条の７第１項又は第６条第３項の規定により市長の
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指定を受けた指定管理者又は承認を得て定めた休館日若しくは利用料金

の額とみなす。 
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議案第１２号 

河内長野市立市民交流センター条例の改正について 

 河内長野市立市民交流センター条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和６年２月２９日提出 

                    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立市民交流センター条例の一部を改正する条例 

河内長野市立市民交流センター条例（令和３年河内長野市条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

「教育委員会」を「市長」に改める。 

別表第２の備考を次のように改める。 

 備考 

 １ 駐車場の使用時間に３０分未満の端数があるときは、これを３０

分とする。 

 ２ 駐車場使用料は、２４時間当たり１，０００円を上限とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、別表第２の改
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正規定については、公布の日から起算して３月を超えない範囲内におい

て規則で定める日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の河内長野市立市民

交流センター条例第６条第 1 項又は第１３条の規定により教育委員会の

許可を受けて市民交流センターを使用し、又は特別の設備を設置し、若

しくは備付け以外の器具を使用(以下「使用等」という。)する者は、こ

の条例による改正後の河内長野市立市民交流センター条例第６条第 1 項

又は第１３条の規定により市長の許可を受けて使用等するものとみなす。 
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議案第１３号 

河内長野市立市民運動場設置条例の改正について 

河内長野市立市民運動場設置条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

  令和６年２月２９日提出 

                    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市立市民運動場設置条例の一部を改正する条例 

河内長野市立市民運動場設置条例（昭和５４年河内長野市条例第１３

号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 

「 
河内長野市立下里総合運

動場 

河内長野市下里町８９２番地

の３ 

運動広場 

河内長野市立大師庭球場 河内長野市大師町８５番地の

５１８ 

庭球場 

  」 

を 

「 
河内長野市立下里総合運

動場 

河内長野市下里町８９２番地

の３ 

運動広場 

河内長野市立木戸東運動

場 

河内長野市木戸東町６７７番

地の８ 

運動広場 
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河内長野市立大師庭球場 河内長野市大師町８５番地の

５１８ 

庭球場 

」 

に改める。 

 別表第２中 

「 

施設 利用料金 備考 

運動広場 
４分の１面 ２時間につき

１,０００円 

運動競技以外に

利用する場合は、

２倍の額とする。

」 

を 

「 

施設 利用料金 備考 

運動広場 

大師総合運動場 

下里総合運動場 

４分の 1 面 ２時間につき

１,０００円 
運動競技以外に

利用する場合は、

２倍の額とする。木戸東運動場 
２時間につき １,０００

円 

」 

に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年７月１日から施行する。 
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議案第１４号 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の改正について 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例（平成２６年河内長野市条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第７条第２項中「含む」の次に「。第４０条第２項及び第４２条第４項

第１号において同じ」を加える。 

第８条中「第２０条第３項の規定による」を「第２０条第３項に規定す

る」に改める。 

第１３条第４項第３号イ中「以下」の次に「この」を加える。 

第１５条第１項第２号中「同条第１１項」を「同条第１０項」に改め、
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同項第４号中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

第３５条第３項中「法第１９条第１号に掲げる小学校就学前子どもに」

を「同号に掲げる小学校就学前子どもに」に、「法第１９条第１号又は第

２号」を「同号又は同条第２号」に改め、「と、「法第１９条第１号に掲

げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」」

を削る。 

第３６条第３項中「第６条第２項中」の次に「「特定教育・保育施設（認

定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるのは

「特定教育・保育施設（特別利用教育を提供している施設に限る。以下こ

の項において同じ。）」と、」を加え、「法第１９条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」を「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」に、「法

第１９条第１号又は」を「同条第１号又は」に、「の総数」と、」を「」

と、「同号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」とあるの

は「同条第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員」と、」

に改める。 

第３７条第１項中「第２８条」を「第２７条」に、「同省令第３１条」

を「同令第２７条」に、「第４２条第３項第１号」を「同号」に、「同省

令第３３条」を「同条」に改める。 

第３９条第２項中「満３歳未満保育給付認定に」を「教育・保育給付認

定に」に改める。 

第４０条第２項中「（同法第７３条第１項の規定により読み替えて適用
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する場合を含む。）」を削る。 

第４４条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

第５１条第３項前段中「この章」を「前節」に改め、同項後段中「の数」

を削り、「法第１９条第１号又は第３号」を「同号又は同条第３号」に改

め、「含む。)」と」の次に「、「同号に掲げる小学校就学前子ども」とあ

るのは「同号第３号に掲げる小学校就学前子ども」と」を加え、「法第２

０条第４項の規定による認定」を「教育・保育給付認定」に、「前４項」

を「前各項」に改める。 

第５２条第３項中「この章」を「前節」に改め、「限る。）」と」の次

に「、「法第２９条第３項第２号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第

２項第３号の市町村が定める額」と」を加える。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１５号 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の改正について 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例 

河内長野市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年河内長野市条例第３４号）の一部を次のように改正する。 

第２５条中「厚生労働大臣」を「内閣総理大臣」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１６号 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する 

条例の改正について 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部

を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する 

条例の一部を改正する条例 

河内長野市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成

７年河内長野市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 第１８条第４項に次のただし書を加える。 

ただし、別表第２に定めるごみ処理券の枚数（以下「ごみ処理券指定

枚数」という。）を超える場合又は臨時的に収集する場合にあっては、

別表第１に定めるところにより処理手数料を徴収する。 

 第１８条第５項を次のように改める。 

５ 前項の規定にかかわらず、別表第３に定める一般廃棄物（市内に住所

を有する一般家庭から日常生活に伴い排出されたごみに限る。）を市が
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指定する場所に持込処理する場合にあっては、同表に定めるところによ

り処理手数料を徴収する。 

別表第１中 

「 

臨時手数料 臨時的に収集する場合 １トン車につき ６，０００円

                                」 

を 

「 

臨時手数料 ア 臨時的に収集する場

合（イ及びウに掲げる

収集を除く。） 

イ 臨時的に収集する場 

合（収集１回につき、

所定のもえるごみのご

み処理券を貼付したも

えるごみ４５ℓ以下の

袋２個以内に限る。） 

ウ 臨時的に収集する場 

合（所定のもえないご

み・粗大ごみのごみ処

理券を貼付したスプリ

ングマットレスに限

る。） 

１トン車につき ６，０００円

 

 

収集１回につき ５００円 

 

 

 

 

 

幅１，４００ミリメートル未満

のスプリングマットレス１枚

につき ５，０００円 

幅１，４００ミリメートル以上

のスプリングマットレス１枚

につき ７，０００円 
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                                」 

に改める。 

 別表第２の次に次の１表を加える。 

別表第３（第１８条関係） 

一般廃棄物の種類 区分 手数料 

スプリングマットレス（所定の

もえないごみ・粗大ごみのごみ

処理券を貼付したものに限

る。） 

幅１，４００

ミ リ メ ー ト

ル未満 

１枚につき ３，８００円 

幅１，４００

ミ リ メ ー ト

ル以上 

１枚につき ５，０００円 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第１７号 

   河内長野市国民健康保険条例の改正について 

 河内長野市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

河内長野市国民健康保険条例（昭和３５年河内長野市条例第９号）の一

部を次のように改正する。 

第８条の２に次の１項を加える。 

２ 前項の場合において、同項の賦課額に１円未満の端数があるときは、

これを切り捨てるものとする。 

第８条の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被

保険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保

険者等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る」を削り、

同条に次のただし書を加える。 

ただし、第２４条第１項の規定による保険料の減免を行う場合におい

ては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した
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額とすることができる。 

第８条の３第１号ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を削り、

同号イ中「第２２条」を「第７条」に改め、「大阪府が行う国民健康保険

の一般被保険者に係るものに限り、」を削り、同号カ中「退職被保険者等

に係る療養の給付に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当

する額を控除した額並びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外

併用療養費、療養費、訪問看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費

及び高額介護合算療養費の支給に要する費用の額並びに大阪府が行う国民

健康保険の一般被保険者に係る」及び「及び退職被保険者等に係る国民健

康保険事業費納付金の納付に要する費用の額」を削り、同条第２号イ中「第

２２条」を「第７条」に改め、同号ウを次のように改める。 

ウ 法第７５条の２第１項の国民健康保険保険給付費等交付金の額 

第８条の３第２号エ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられ

た」及び「並びに国民健康保険保険給付費等交付金（退職被保険者等の療

養の給付等に要する費用に係るものに限る。）の額並びに算定政令第６条

第６項第１号（国民健康保険の調整交付金等の交付額の算定に関する省令

第６条第１号ハからヌまで及びヲ（大阪府知事が定めたものに限る。）並

びに附則第７条第２号又は第３号に掲げる額の合計額を除く。）、第２号

及び第３号に掲げる額」を削り、同条に次の１号を加える。 

(3) 当該年度における第２４条第１項の規定による基礎賦課額の減免の

額の総額 

第９条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保険

者に係る」を削り、「属する一般被保険者」を「属する被保険者」に改め、
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「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当

該世帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）」

を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の場合において、同項の基礎賦課額に１円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。 

第１０条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「前

条」を「前条第１項」に、「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１２条の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る」を削り、同

項第３号中「一般被保険者」を「被保険者」に改め、同条第２項中「前項

の」を「前項に」に改め、「小数点以下第４位未満の端数又は」を削る。 

第１２条の２から第１２条の５の２までを次のように改める。 

第１２条の２から第１２条の５の２まで 削除 

第１２条の６中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に改め、

「（一般被保険者と退職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第９

条の基礎賦課額と第１２条の２の基礎賦課額との合算額をいう。第１５条

及び第１６条第１項において同じ。）」を削る。 

第１２条の６の２の見出し及び同条中「一般被保険者に係る」を削り、

同条に次のただし書を加える。 

 ただし、第２４条第１項の規定による保険料の減免を行う場合におい

ては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した

額とすることができる。 

第１２条の６の２第１号中「であって、大阪府が行う国民健康保険の一
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般被保険者に係るもの」を削り、同条第２号ア中「第２２条」を「第７条」

に改め、同号イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を

削り、同条に次の１号を加える。 

(3) 当該年度における第２４条第１項の規定による後期高齢者支援金等

賦課額の減免の額の総額 

第１２条の６の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「属

する一般被保険者」を「属する被保険者」に改め、「（一般被保険者と退

職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者

の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）」を削り、同条に次の

１項を加える。 

２ 前項の場合において、同項の後期高齢者支援金等賦課額に１円未満の

端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

第１２条の６の４の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「前

条」を「前条第１項」に、「一般被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１２条の６の５の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る」を

削り、同条第２項中「小数点以下第４位未満の端数又は」を削る。 

第１２条の６の６から第１２条の６の９までを次のように改める。 

第１２条の６の６から第１２条の６の９まで 削除 

第１２条の６の１０中「第１２条の６の３又は第１２条の６の６」を「第

１２条の６の３第１項」に改め、「（一般被保険者と退職被保険者等が同

一の世帯に属する場合には、第１２条の６の３の後期高齢者支援金等賦課

額と第１２条の６の６の後期高齢者支援金等賦課額との合算額をいう。第

１５条及び第１６条第１項において同じ。）」を削る。 
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第１２条の７に次のただし書を加える。 

 ただし、第２４条第１項の規定による保険料の減免を行う場合におい

ては、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額に第３号に掲げる額の見込額を合算した額を基準として算定した

額とすることができる。 

第１２条の７第２号ア中「第２２条」を「第７条」に改め、同号イ中「法

附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削り、同条に次の１号

を加える。 

(3) 当該年度における第２４条第１項の規定による介護納付金賦課額の

減免の額の総額 

第１２条の８に次の１項を加える。 

２ 前項の場合において、同項の介護納付金賦課額に１円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てるものとする。 

第１２条の１０第２項中「小数点以下第４位未満の端数又は」を削る。 

第１２条の１１中「第１２条の８」を「第１２条の８第１項」に改める。 

第１５条第１項中「若しくは特例対象被保険者等でなくなった」を削り、

「第９条、第１２条の２、第１２条の６の３若しくは第１２条の６の６」

を「第９条第１項、第１２条の６の３第１項」に、「又は減少」を「若し

くは減少」に改め、「場合を除く。）」の次に「又は特例対象被保険者等

となった場合」を加え、「第１２条の８」を「第１２条の８第１項」に改

め、「若しくは第１２条の５」及び「若しくは特例対象被保険者等ではな

くなった」を削り、同条第２項中「第９条、第１２条の２、第１２条の６

の３、第１２条の６の６」を「第９条第１項若しくは第１２条の６の３第
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１項の額」に、「第１２条の８」を「第１２条の８第１項」に改め、「若

しくは第１２条の５」を削り、「算定は」の次に「、」を加える。 

第１６条第１項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に改

め、同条第３項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に、「第

１２条の６の３又は第１２条の６の６」を「第１２条の６の３第１項」に

改め、同条第４項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に、

「第１２条の８」を「第１２条の８第１項」に改める。 

第１６条の３第１項中「又は第１２条の５」を削り、同条第３項中「又

は第１２条の５」、「又は第１２条の６の８」及び「、「第１２条第２項」

とあるのは「第１２条の６の５第２項」と」を削り、同条第４項第１号中

「又は第１２条の５」を削り、同条第６項中「又は第１２条の５」、「又

は第１２条の６の８」及び「、「第１２条第２項」とあるのは「第１２条

の６の５第２項」と」を削る。 

第１６条の４第１項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」

に改め、同条第３項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に、

「第１２条の６の３又は第１２条の６の６」を「第１２条の６の３第１項」

に改め、同条第４項中「第９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に、

「第１２条の８」を「第１２条の８第１項」に改め、同条第５項中「第９

条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に改め、同条第７項中「第９条

又は第１２条の２」を「第９条第１項」に、「第１２条の６の３又は第１

２条の６の６」を「第１２条の６の３第１項」に改め、同条第８項中「第

９条又は第１２条の２」を「第９条第１項」に、「第１２条の８」を「第

１２条の８第１項」に改める。 
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第２４条第１項中「その納付義務者の申請によって」を削り、同項第１

号中「、貧困」を削る。 

附則第５条を次のように改める。 

第５条 削除 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

第２条 この条例による改正後の第５章の規定は、令和６年度以後の年度

分の保険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料について

は、なお従前の例による。 
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議案第１８号 

河内長野市介護保険条例の改正について 

河内長野市介護保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和６年２月２９日提出 

                    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市介護保険条例の一部を改正する条例 

河内長野市介護保険条例（平成１２年河内長野市条例第６号）の一部を

次のように改正する。 

第３条第１項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に改め、同項第１号中「３５，０４０円」を「３２，６

５０円」に改め、同項第２号中「４９，０５６円」を「４５，５６７円」

に改め、同項第３号中「５２，５６０円」を「４９，５１３円」に改め、

同項第４号中「５９，５６８円」を「６０，９９６円」に改め、同項第５

号中「７０，０８０円」を「７１，７６０円」に改め、同項第６号中「７

７，０８８円」を「７８，９３６円」に改め、同号ア中「１２５万円」を

「１３５万円」に改め、同号イ中「又は第１２号イ」を「、第１２号イ、

第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同項第７号中「８７，６００円」を

「８９，７００円」に改め、同号ア中「２１０万円」を「２２０万円」に
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改め、同号イ中「又は第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又は第

１４号イ」に改め、同項第８号中「１０５，１２０円」を「１０７，６４

０円」に改め、同号ア中「３２０万円」を「３３０万円」に改め、同号イ

中「又は第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イ」に

改め、同項第９号中「１１２，１２８円」を「１２１，９９２円」に改め、

同号ア中「４００万円」を「４２０万円」に改め、同号イ中「又は第１２

号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同項第１

０号中「１１９，１３６円」を「１２９，１６８円」に改め、同号ア中「６

００万円」を「５２０万円」に改め、同号イ中「又は第１２号イ」を「、

第１２号イ、第１３号イ又は第１４号イ」に改め、同項第１１号中「１２

６，１４４円」を「１３６，３４４円」に改め、同号ア中「８００万円」

を「６２０万円」に改め、同号イ中「又は次号イ」を「、次号イ、第１３

号イ又は第１４号イ」に改め、同項第１２号中「１３３，１５２円」を「１

４３，５２０円」に改め、同号ア中「１，０００万円」を「８００万円」

に改め、同号イ中「部分を除く。)」の次に「、次号イ又は第１４号イ」を

加え、同項第１３号中「１４０，１６０円」を「１６５，０４８円」に改

め、同号を同項第１５号とし、同項第１２号の次に次の２号を加える。 

(13) 次のいずれかに該当する者 １５０，６９６円 

ア 合計所得金額が１，０００万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料の額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又は
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次号イに該当する者を除く。） 

(14) 次のいずれかに該当する者 １５７，８７２円 

ア 合計所得金額が１，５００万円未満である者であり、かつ、前各

号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料の額についてこの号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に該

当する者を除く。） 

第３条第２項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から

令和８年度まで」に、「２１，０２４円」を「２０，４５１円」に改め、同

条第３項中「令和３年度から令和５年度まで」を「令和６年度から令和８

年度まで」に、「２１，０２４円」を「２０，４５１円」に、「３１，５３

６円」を「３１，２１５円」に改め、同条第４項中「令和３年度から令和

５年度まで」を「令和６年度から令和８年度まで」に、「２１，０２４円」

を「２０，４５１円」に、「４９，０５６円」を「４９，１５５円」に改め

る。 

第５条第３項中「若しくは第１２号イ」を「、第１２号イ、第１３号イ

若しくは第１４号イ」に、「第１３号」を「第１４号」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市介護保険条例第３条の規定は、令
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和６年度以降の年度分の保険料から適用し、令和５年度以前の年度分の

保険料については、なお従前の例による。 
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議案第１９号 

河内長野市企業立地促進条例の改正について 

河内長野市企業立地促進条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

   令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

河内長野市企業立地促進条例（平成２７年河内長野市条例第５号）の一

部を次のように改正する。 

附則中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

別表第２第１号中「平成２５年総務省告示第４０５号」を「令和５年総

務省告示第２５６号」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表第２の改正規定は、

令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

河内長野市道路占用料徴収条例の改正について 

河内長野市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

河内長野市道路占用料徴収条例（昭和２９年河内長野市条例第５６号）

の一部を次のように改正する。 

別表中「３，５００円」を「３，４００円」に、「４，４００円」を「４，

３００円」に、「４，０００円」を「３，９００円」に、「８３円」を「８

２円」に、「８３０円」を「８２０円」に、「３，８００円」を「３，９０

０円」に、 

「 
占用面積１平

方メートルに

つき１日 

４０円 

占用面積１平

方メートルに

つき１月 

４００円 

               」 
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を 
「 

占用面積１平方

メートルにつき

１日 

３９円 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

３９０円 

                」 
に、「３３０円」を「２８０円」に、 

「 
表示面積１平方

メートルにつき

１年 

３，３００円 

                」 
を 

「 
表示面積１平方

メートルにつき

１年 

２，８００円 

                」 
に、 

「 
１本につき１日 ４０円 
１本につき１月 ４００円 
その面積１平方

メートルにつき

１日 

４０円 

その面積１平方

メートルにつき

１月 

４００円 

                」 
を 

「 
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１本につき１日 ３９円 
１本につき１月 ３９０円 
その面積１平方

メートルにつき

１日 

３９円 

その面積１平方

メートルにつき

１月 

３９０円 

                」 
に、 

「 

１基につき１月 ３，３００円 

１，７００円 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

４００円 

                」 

を 

「 

１基につき１月 ２，８００円 

１，４００円 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

３９０円 

                」 

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市道路占用料徴収条例別表の規定は、

この条例の施行の日以後の占用期間に係る占用料について適用し、同日

前の占用期間に係る占用料については、なお従前の例による。 
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議案第２１号 

河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例の改正につい

て 

河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例の一部を改正

する条例 

河内長野市ラブホテル建築の規制に関する条例（昭和５９年河内長野市

条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

 第３条中「河内長野市開発事業の手続等に関する条例（平成２２年河内

長野市条例第２１号）第１１条第１項に規定する開発構想届又は同条例第

３０条第１項に規定する事前協議（事前協議」を「河内長野市開発事業の

手続等に関する条例（令和５年河内長野市条例第３６号）に基づく手続（当

該手続」に改める。 

附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

-51-



議案第２２号 

河内長野市地区計画区域内における建築制限に関する条例の

改正について 

 河内長野市地区計画区域内における建築制限に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市地区計画区域内における建築制限に関する条例の

一部を改正する条例 

河内長野市地区計画区域内における建築制限に関する条例（平成２３年

河内長野市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第４条の見出し及び同条中「建築物」を「建築物等」に改める。 

別表第１に次のように加える。 

南花台三丁目南地区地区

整備計画区域 

都市計画法第２０条第１項の規定により告示さ

れた南花台三丁目南地区地区計画の区域のう

ち、地区整備計画が定められた区域 

別表第２中「建築物の用途」を「建築物等の用途」に改め、同表に次の

１項を加える。 
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６ 南花台三丁目南地区地区整備計画区域 

(ア) 建築物等の用

途の制限 

Ａ地区 (1) 都市公園法第２条第２項に規定

する公園施設 

Ｂ地区 (1) 都市公園法第２条第２項に規定

する公園施設 

Ｃ地区 (1) 幼稚園 

(2) 保育所 

(3) 認定こども園 

(4) 建築基準法施行令第１９条に規

定する児童福祉施設等 

(イ) 建築物の容積

率の最高限度 

Ａ地区 ― 

Ｂ地区 ― 

Ｃ地区 ２００／１００ 

(ウ) 建築物の建蔽

率の最高限度 

Ａ地区 都市公園法第４条の規定に準ずる建

蔽率 

Ｂ地区 都市公園法第４条の規定に準ずる建

蔽率 

Ｃ地区 ６０／１００ 

(エ) 建築物の敷地面積の最低限

度 

― 

(オ) 建築物の高さの最高限度 ― 

(カ) 建築物の緑化率の最低限度 ― 
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(キ) 垣又は柵の構造の制限 ― 

(ク) 壁面の位置の制限 ― 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２３号 

河内長野市都市公園条例の改正について 

河内長野市都市公園条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市都市公園条例の一部を改正する条例 

河内長野市都市公園条例（昭和４２年河内長野市条例第３９号）の一部

を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

河内長野市公園条例 

第２条第１号中「都市公園」の次に「及び都市公園以外の公園」を加え、

同条第３号を同条第４号とし、同条第２号中「規定する公園施設」の次に

「及び都市公園以外の公園における公園施設に準ずる施設」を加え、同号

を同条第３号とし、同条第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 都市公園以外の公園 都市公園以外の公園、緑地又は広場であって、

規則で定めるものをいう。 

 第３条中「公園」を「都市公園」に改める。 

 第５条中「法第６条第１項又は第３項」を「第９条第１項」に改める。 

-55-



 第８条第１項中「法第５条第１項の規定により」を「公園に」に改め、

「又は」の次に「公園施設を」を加える。 

 第９条第１項中「法第６条第１項の規定により」を「公園に公園施設以

外の」に改め、「変更」の次に「（次条各号に掲げるものを除く。）」を

加える。 

 第１２条の７の次に次の１条を加える。 

（都市公園以外の公園の工作物等の除却、保管等） 

第１２条の８ 市長は、都市公園以外の公園に存する工作物等の改築、移

転若しくは除却又は当該工作物等により生ずべき損害を予防するため必

要な施設の設置については、法第２７条第３項から第１０項までの規定

を準用する。 

 第１３条第３号を次のように改める。 

(3) 公園施設を設置若しくは管理する期間若しくは公園の占用の期間の

満了又は公園施設の設置若しくは管理若しくは公園の占用の廃止に伴

い、公園を原状に回復したとき。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の河内長野市公園条例第８条第１項及び第９条第１項の規定は、

この条例の施行の日以後に許可を受けるものについて適用する。 
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議案第２４号  

河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関す 

る条例の改正について  

 河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。  

  令和６年２月２９日提出  

                 河内長野市長 島田 智明  

 

 

 

 

河内長野市条例第  号  

河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関す 

る条例の一部を改正する条例 

河内長野市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和

４１年河内長野市条例第５５号）の一部を次のように改正する。 

第５条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８

第８項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。  
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議案第２５号 

   河内長野市水道水源保護条例の改正について 

 河内長野市水道水源保護条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  令和６年２月２９日提出 

                 河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号  

   河内長野市水道水源保護条例の一部を改正する条例 

 河内長野市水道水源保護条例（平成１１年河内長野市条例第３号）

の一部を次のように改正する。 

別表中「河内長野市土砂埋立て等の規制に関する条例(平成２８

年河内長野市条例第６号)第２条第１項に規定する行為」を「土地

の埋立て、盛土その他の土地への土砂（混入し、又は付着している

物を含む。）の堆積を行う行為」に改める。 

   附  則  

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 
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議案第２６号 

河内長野市消防団員等公務災害補償条例の改正について 

河内長野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次の

ように定める。 

  令和６年２月２９日提出 

    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条 

例 

 河内長野市消防団員等公務災害補償条例（昭和４２年河内長野市条例第

１１号）の一部を次のように改正する。 

 第５条第２項第２号中「又は消防作業」を「、又は消防作業」に、「８,

９００円」を「９,１００円」に改める。 

別表中「１２，４４０円」を「１２，５００円」に、「１３，３２０円」

を「１３，３５０円」に、「１０，６７０円」を「１０，８００円」に、

「１１，５５０円」を「１１，６５０円」に、「８，９００円」を「９，

１００円」に、「９，７９０円」を「９，９５０円」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の河内長野市消防団員等公務災害補償条例第５ 

条第２項及び別表の規定は、この条例の施行日以後に支給すべき事由の

生じた河内長野市消防団員等公務災害補償条例第５条第１項に規定す

る損害補償（以下この項において「損害補償」という。）並びに同日前

に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号

に規定する傷病補償年金、同条第４号アに規定する障害補償年金及び同

条第６号アに規定する遺族補償年金（以下この項において「傷病補償年

金等」という。）について適用し、同日前に支給すべき事由の生じた損

害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由の生じ

た同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。 
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議案第２７号 

河内長野市土砂埋立て等の規制に関する条例の廃止について 

 河内長野市土砂埋立て等の規制に関する条例を廃止する条例を次のよう

に定める。 

令和６年２月２９日 

河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

河内長野市条例第  号 

河内長野市土砂埋立て等の規制に関する条例を廃止する条例 

河内長野市土砂埋立て等の規制に関する条例（平成２８年河内長野市条

例第６号）は、廃止する。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に廃止前の河内長野市土砂埋立て等の規制に関

する条例（以下「旧条例」という。）第７条に規定する許可、第１２条

第１項に規定する変更許可又は附則第２項の規定によりなお従前の例

によることとされた同項に規定する許可若しくは変更許可を受けて土
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砂埋立て等を行っている者については、その許可期間が満了する日まで

の間は、なお従前の例による。ただし、これらの者が施行日以後に宅地

造成及び特定盛土規制法（昭和３６年法律第１９１号）第１２条第１項

の許可又は第１６条第１項の変更許可を受けた場合は、この限りでない。 

３ この条例の施行前になされた旧条例に基づく処分については、なお従

前の例による。 

４ この条例の施行の際現に指定がされている土砂の搬入を禁止する区域

の適用については、なお従前の例による。 

５ この条例の施行前にした行為及び前３項の規定によりなお従前の例に

よることとされる場合におけるこの条例の施行後にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 
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議案第２８号 

   市道路線の認定及び変更について 

 次の市道路線を認定及び変更するため、道路法第８条第２項及び第１０

条第３項の規定により、本市議会の議決を求める。 

  令和６年２月２９日提出 

                    河内長野市長 島田 智明 

 

 

 

 

１ 認定する路線 

整理 
番号 

路 線 名 起 点 終 点 
重要な 
経過地 

 
１ 
 

市西３号線 
木戸町 

６６３番１ 

木戸町 

６６５番４ 

 

 
２ 
 

市２５号線 
市町 

６０８番３ 

市町 

１０６２番１ 

 

 
３ 
 

千代田台２７号線 
原町二丁目 

７５７番２１ 

原町二丁目 

７５７番５０ 

 

 
４ 
 

喜多３１号線 
喜多町 

９６番１５ 

喜多町 

１２５番９ 

 

 
５ 
 

三日市８号線 
三日市町 

２３９番２ 

三日市町 

２３９番５ 
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２ 変更する路線 

整理 
番号 

旧新別 路 線 名 起 点 終 点 重要な 
経過地 

１ 

旧 尾崎７号線 
加賀田 

３９４番２２ 

加賀田 

４２６番４ 

 

新 尾崎７号線 
加賀田 

３９４番２２ 

加賀田 

４４３番３ 
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